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条  例  案  の  概  要 

議案第６１号 幸手市長の給料の減額に関する条例  

１ 内  容 

市長の給料を減額するもの 

(1) 給  料  月  額 (2)の減額前給料月額から当該額の１００分の 

３０に当たる額を減じて得た額とする。 

(2) 減額前給料月額  ８３９，０００円 

(3) 減額後給料月額 ５８７，３００円 

(4) 減   額   額 ２５１，７００円 

(5) 減 額 す る 期 間 令和５年１２月１日から令和９年１０月５日 

まで 

 

２ 施行期日 

令和５年１２月１日 

 

議案第６２号 幸手市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 

の一部を改正する条例  

１ 内  容 

期末手当の支給割合の改定   

年間支給割合を０．１０月引上げ 

（単位：月） 

 
年度 

期末手当支給割合 

６月期 １２月期 年間計 

【現 行】 令和５年度 2.20 2.20 4.40 

【改定後①】 令和５年度 2.20 2.30 4.50 

【改定後②】 令和６年度以降 2.25 2.25 4.50 

（第１条及び第２条中第５条関係） 
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２ 施行期日等 

(1) 上記１【改定後①】について  

公布の日（令和５年１２月１日から適用） 

(2) 上記１【改定後②】について  

令和６年４月１日 

 

議案第６３号 幸手市市長等の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

１ 内  容 

期末手当の支給割合の改定   

年間支給割合を０．１０月引上げ 

（単位：月） 

 
年度 

期末手当支給割合 

６月期 １２月期 年間計 

【現 行】 令和５年度 2.20 2.20 4.40 

【改定後①】 令和５年度 2.20 2.30 4.50 

【改定後②】 令和６年度以降 2.25 2.25 4.50 

（第１条及び第２条中第５条関係） 

２ 施行期日等 

(1) 上記１【改定後①】について  

公布の日（令和５年１２月１日から適用） 

(2)  上記１【改定後②】について  

令和６年４月１日 

 

議案第６４号 幸手市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例  

１ 内  容 

(1) 給料表の改定                   

給料月額を１，０００円から１２，０００円までの間で引上げ 

（第１条中別表第１関係） 
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(2) 期末手当の支給割合の改定 

（第１条及び第２条中第１７条の４関係） 

年間支給割合を０．０５月（定年前再任用短時間勤務職員は、

０．０２５月）引上げ 

（単位：月） 

 
年度 

期末手当支給割合 

６月期 １２月期 年間計 

【現 行】 令和５年度 1.20 

(0.675) 

1.20 

(0.675) 

2.40 

(1.35) 

【改定後①】 令和５年度 1.20 

(0.675) 

1.25 

(0.70) 

2.45 

(1.375) 

【改定後②】 令和６年度以降 1.225 

(0.6875) 

1.225 

(0.6875) 

2.45 

(1.375) 

※ 表中（）内は定年前再任用短時間勤務職員の支給割合 

(3) 勤勉手当の支給割合の改定 

（第１条及び第２条中第１７条の７関係） 

年間支給割合を０．０５月（定年前再任用短時間勤務職員は、

０．０２５月）引上げ 

（単位：月） 

 
年度 

勤勉手当支給割合 

６月期 １２月期 年間計 

【現 行】 令和５年度 1.00 

(0.475) 

1.00 

(0.475) 

2.00 

(0.95) 

【改定後①】 令和５年度 1.00 

(0.475) 

1.05 

(0.50) 

2.05 

(0.975) 

【改定後②】 令和６年度以降 1.025 

(0.4875) 

1.025 

(0.4875) 

2.05 

(0.975) 

※ 表中（）内は定年前再任用短時間勤務職員の支給割合 
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  （参考） 

期末手当・勤勉手当支給割合           （単位：月） 

 期末手当 勤勉手当 年間計 

改定前 2.40 

（1.35） 

2.0 

（0.95） 

4.40 

（2.3） 

改定後 2.45 

（1.375） 

2.05 

（0.975） 

4.50 

（2.35） 

      ※ 表中（）内は定年前再任用短時間勤務職員の支給割合 

２ 施行期日等 

(1)  上記１(1)について 

   公布の日（令和５年４月１日から適用） 

(2)  上記１(2)【改定後①】及び(3)【改定後①】について 

公布の日（令和５年１２月１日から適用） 

(3)  上記１(2)【改定後②】及び(3)【改定後②】について  

令和６年４月１日 

 

議案第６５号 幸手市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を

改正する条例  

１ 内  容 

(1) 特定任期付職員の給料月額の改定            

＜１号給＞ ３７６，０００円 → ３８０，０００円 

＜２号給＞ ４２２，０００円 → ４２７，０００円 

＜３号給＞ ４７２，０００円 → ４７７，０００円 

＜４号給＞ ５３３，０００円 → ５３９，０００円 

＜５号給＞ ６０８，０００円 → ６１５，０００円 

（第７条関係） 

 (2) 特定業務等従事任期付職員の給料月額の改定     

＜１級＞  １６９，８００円 → １８１，８００円 

＜２級＞   １９１，７００円 → ２０２，４００円 

＜３級＞   ２３４，４００円 → ２４０，９００円 

＜４級＞   ２６６，０００円 → ２７１，６００円 
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＜５級＞   ２９０，７００円 → ２９５，４００円 

（第８条関係） 

 (3) 特定業務等従事任期付職員の期末手当及び勤勉手当の支給割合の 

改定                

    令和６年度から支給する期末手当及び勤勉手当の支給割合を、一 

般職の職員の支給割合と同一とする。 

（第１０条第５項関係） 

 

２ 施行期日等     

(1) 上記１(1)及び(2)について 

公布の日（令和５年４月１日から適用） 

(2) 上記１(3)について 

   令和６年４月１日 

 

議案第６６号 幸手市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例 

１ 内  容 

地方自治法の一部改正に伴う会計年度任用職員に対する勤勉手当の支

給に関する規定の追加、会計年度任用職員の期末手当の特例及び人事院

勧告を踏まえた会計年度任用職員の給料表の改定をするもの 

(1) 会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給 

  会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給を可能とする規定を定め

る。 

（第２条第１項、第７条の２及び第１６条の２関係） 

 (2) 会計年度任用職員の期末手当の特例 

    令和５年１２月に支給する会計年度任用職員に支給する期末手当

の支給割合は、改正前の幸手市職員の給与に関する条例第１７条の

４第２項に規定する支給割合を用いる。 

（附則第２項関係） 

 (3) 給料表の改定 

給料月額を１，９００円から１２，０００円までの間で引き上げ 

る。 

（別表第１関係） 
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２ 施行期日等    

(1) 上記１(1)及び(3)について 令和６年４月１日 

 (2) 上記１(2)について     公布の日 

 

議案第６７号 幸手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

１ 内  容 

(1) 世帯に出産する予定の国民健康保険の被保険者又は出産した被保

険者（以下「出産被保険者」という。）がある場合においては、当該

世帯の世帯主に対して賦課する国民健康保険税の所得割額及び被保

険者均等割額を減額することとしたもの  

（第２１条第３項関係） 

ア 対象 

令和５年１１月１日以降に出産する予定又は出産した国民健康

保険税の納税義務者又は被保険者がいる世帯 

イ 減額期間 

出産予定日の前月から（多胎妊娠の場合は３月前から）出産予

定日の翌々月 

ウ 減額内容 

出産被保険者の所得割額及び均等割額 

(2) 出産被保険者に係る届出 

国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する場

合には、条例に掲げる事項を記載した届書に必要書類を添えて市長

に提出しなければならないこととしたもの    

（第２２条の３関係） 

 

２ 施行期日等 

(1) 施行期日 

令和６年１月１日 

  (2) 適用区分 

この条例による改正後の幸手市国民健康保険税条例の規定は、令 



- 7 - 

和５年度分の国民健康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係る

もの及び令和６年度以後の年度分の国民健康保険税について適用

し、令和５年度分の国民健康保険税のうち令和５年１２月以前の期

間に係るもの及び令和４年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。     

              

議案第６８号 幸手市重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改

正する条例 

１ 内  容 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下

「障害者総合支援法」という。）の一部改正に伴い、所要の改正を行う

もの 

 (1) 住所地特例に関する規定の整備 

障害者総合支援法では、介護保険施設等が新たに住所地特例の対

象とされ、障害者支援施設と同様に扱われることとなったことか

ら、重度心身障害者医療費においても障害者支援施設と同じ住所地

特例を適用するため、その規定を追加する。        

（第３条第１項関係） 

(2)  既に行われている運用を明文化するもの 

他の医療費助成を受けている場合は、支給対象外とする規定を明

記する。                 

（第３条第２項関係） 

 

２ 施行期日等 

(1) 施行期日 

令和６年１月１日 

  (2) 経過措置 

この条例による改正後の幸手市重度心身障害者医療費支給に関す

る条例第３条第１項第１号イ及びウ並びに第３号並びに第４号の規

定は、令和５年４月１日以降に入居又は入所した者に適用する。 
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議案第６９号 幸手市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

１ 内  容 

  家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働

省令第６１号）の一部改正に伴う所要の改正を行うもの 

(1) 字句の変更 

   居宅訪問型保育事業所 → 居宅訪問型保育事業者 

（第７条の３第２項関係） 

(2) 主務大臣の変更 

厚生労働大臣 → 内閣総理大臣 

（第２５条関係） 

２ 施行期日 

  公布の日 

 

議案第７０号 幸手市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

１ 内  容 

  「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子

育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）」

の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの 

(1) 認定こども園法の引用条項の改正 

第１１項 → 第１０項 

（第１５条第１項第２号関係） 

(2) 特別利用保育及び特別利用教育に関する規定の改正 

（第３５条第３項及び第３６条第３項関係） 

(3) 主務大臣の変更の改正 

厚生労働大臣 → 内閣総理大臣 

（第４４条関係） 
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 (4) その他字句整理 

（第６条第２項及び第３項並びに第３５条第２項並びに第３６条第

２項並びに第３９条第２項関係） 

  

２ 施行期日 

  公布の日 

 

議案第７１号 幸手市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

１ 内  容 

  「放課後児童健全育成事業実施要綱（平成２７年雇児発０５２１第８

号）」の一部改正に伴い、放課後児童支援員の資格要件の一部を変更す

るもの 

放課後児童支援員の資格要件を、２年以内に認定資格研修を修了する

ことを予定している者まで含む緩和措置を定める。 

（附則第２項関係） 

２ 施行期日 

  公布の日 

 

議案第７２号 幸手市農業集落排水事業の設置等に関する条例 

１ 内  容 

農業集落排水事業について、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号。以下「法」という。）に規定する財務規定等を適用し、会計処理

方式を改めるため、必要事項を定めるとともに、関連条例の整備を行う

もの 

(1) 設置 

農村集落における生活環境の向上及び農業用排水の水質保全を図 

るため、幸手市農業集落排水事業を設置する。   

（第１条関係） 
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(2) 法の財務規定等の適用、経営の基本、重要な資産の取得及び処 

分、議会の同意を要する賠償責任の免除、議会の議決を要する負担

付きの寄附の受領等及び業務状況説明書類の作成について定める。 

（第２条～第７条関係） 

 ２ 施行期日等 

(1) 施行期日 令和６年４月１日 

(2) 関連条例の廃止等 

ア 幸手市農業集落排水事業特別会計条例の廃止及び経過措置 

イ 幸手市農業集落排水事業債償還基金条例の廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


